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経営戦略の実現に向けた
人事制度設計・運用サービス

事業の構造改革やビジネスモデルの変革を進めるにあたり、企業が競争優位を築くうえで
人材は重要な要素となっています。したがって、変革を推進できる有能な人材をいかに育
成し活用していくかが、人材マネジメントにおいて不可欠です。また、役員に目を向ける
と、コーポレートガバナンスへの関心の高まりから、報酬水準の妥当性のみならず、報酬
の決定プロセスや会社業績との関連性などにも説明の必要性が生じてきています。

KPMGは、国内外の多様な企業に対するコンサルティング経験に基づき、各社の抱える課
題を掘り下げ、ニーズに適応したソリューションを提供します。

人事制度設計・運用のポイント

1. 中期経営計画や事業戦略との連動

中期経営計画や事業戦略を基に、重要な人事課題を明確化すること、また、
経営層の期待を人事制度の方針に反映させることが必要です。ただし、トッ
プダウンで検討を進めるだけでなく、現場の事業課題／組織課題も考慮する
ことが、人事制度の運用段階で重要となります。

2. 柔軟なスタンスでの制度設計

人事制度の設計にあたっては、自社にとって重要な課題解決を目的として、
変えるべき項目と変えなくてもよい項目を切り分けることが不可欠です。たと
えば、目標管理制度やコンピテンシー評価制度を新たに導入する場合、必ずし
も全階層に同様の制度を導入する必要はありません。

3. 運用での軌道修正やきめ細かなフォロー

人事制度の説明資料を準備のうえ、社員説明会や評価者研修を実施したから
といって、順調に制度の運用が進むとは限りません。新制度の運用を開始し
た後は、現場の声を収集するなどして課題を特定し、フォローが必要な事項
があればクイックに対応することが重要です。

4. 株主への説明力の強化

役員報酬制度に関しては、長期インセンティブを用いた経営陣のコミットメ
ントの強化、市場水準との比較を通じた報酬水準の妥当性の確保に加え、株
主への説明力を強化することが肝要です。例として、報酬決定プロセスやガ
バナンス体制の明確化が挙げられます。



ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するもの
ではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点
及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報の
みを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判
断ください。
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人事制度設計・運用サービスの内容

KPMGは、経営戦略の実現に向けた人事制度設計・運用を支援します。企業
の経営戦略や事業課題を踏まえ、人事課題を明確化したうえで、各社の状況
に合わせた柔軟な制度設計を後押しします。また、人事制度の運用にあたっ
ては、評価者研修の支援だけでなく、多面評価の仕組みづくりや管理者の
リーダーシップ開発なども含め、制度運用の総合的なサポートが可能です。

導入準備
サポート詳細設計基本設計現状分析と

方針策定

 求める人材像の定義

 人事制度の基本設計
−等級制度・評価制度
・報酬制度・退職金
制度の基本的な骨格
設計

要員政策／人件費
の考え方の整理

 現状分析
−人員構成・報酬分析
−キーマンインタビュー
−シミュレーション

 課題の明確化
−課題の列挙
−課題の構造化
−課題の特定

 等級制度
−コース別制度検討
−等級制度の設計
−役職・呼称の運用
検討

−格付けの検討

 評価制度
−評価制度の設計
−評価ツールの設計
−評価者研修の企画

 報酬制度
−基本給制度の設計
−手当の検討
−賞与制度の設計
−シミュレーション

 昇格昇進制度
−昇格審査に関する
制度設計

−役職制度の運用ル
ールの明確化

−人材開発制度設計

 説明会・評価者
研修

−説明会の実施支援
−評価者研修テキ
ストの作成

−評価者研修支援

 多面評価

 アセスメント

 リーダーシップ
研修など

 コミュニケーション
−制度説明資料作成
−人事制度関連規
程の作成支援

−移行措置・経過措
置・例外対応支援

 退職金制度
−積立方法の設計
−一時金・年金・コ
ストインパクト等の
シミュレーション

−導入および浸透計
画の企画

人事制度設計・運用サービスの全体プロセス

【昇格昇進制度】

昇格昇進の設定
基準は明確に
なっているか？

最低滞留年数等
のルールは形骸
化していないか？

昇格昇進基準は
確実に運用され
ているか？

【評価制度】

評価基準が明示
されているか？

目標管理制度の
運用が形骸化し
ていないか？

評価者の目線合
わせは十分でき
ているか？

【報酬制度】

報酬水準の設定
基準が明確に
なっているか？

報酬バンド・レ
ンジの設定根拠
は明確になって
いるか？

各種手当の存在
理由が形骸化し
ていないか？

【等級制度】

等級やグレードの
決定基準は明確
になっているか？

等級やグレードが
必要以上に細か
く区切られてい
ないか？

求められる能力・
スキルが明確に
定義されている
か？

診断方法例

簡易診断サービスのご紹介
定量および定性調査を通じて、企業が抱える課題を短期間で把握し、解決の方向性を見出します。

診断項目例

【エンゲージメント・風土調査】

従業員のエンゲージメントや組織
風土を定量的に可視化するサー
ベイを実施し、人事制度におけ
る課題を分析

【従業員ヒアリング】

上記の定量調査を踏まえ、エン
ゲージメントが高い／低い原因
や、人事制度における課題・期
待事項等を従業員に対して定性
的にヒアリング


